

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2009.28　　　京都・「心の教育」はいらない！市民会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	ジュニア京都検定事業
	スチューデントシティ・ファイナンスパーク事業
	京都モノづくりの殿堂事業

	事業の概要
	・「京都検定」を始めた京都商工会議所の要請により、「ジュニア京都検定」を小学５年、６年生の児童を対象として行っている。京都新聞グループがテキストを発刊。検定の運営業務委託も同グループに委託。

　テキストは、天皇中心の歴史観等、不適切な記述が多く、昨年４月、改訂に追い込まれた。
	・子どもたちに「望ましい勤労観・職業観を学ばせる」として、旧中学校校舎を改造し、31社のブースを開設、子どもたちが販売・消費活動を体験する（年間18時間の学習）。テキストや学習プログラム作成は、「ジュニア・アチーブメント日本」に全面委託。
（スチューデントシティは小学５年生、ファイナンスパークは中学１、2年が対象。）
	・京都モノづくりの殿堂（SCFPの施設の１F）に16の企業の展示ブースを作り、「京都の偉大な企業創業者」から学ぶ体験学習施設とする。学習プログラム、教材は、市教委と各企業が作成する。
　特に、これらの「殿堂入り」した企業創業者等の人物を題材としたマンガ本をそれぞれ作成し、子どもたちの教材とする。

	経過
	2006　  テキスト発行、検定始まる
2008年度は３回目の検定

　　もう一般の受験者はほとんどない。
	2007.1　施設（「京都まなびの街　生き方探究館」）オープン
2008年度は、全ての小学校が参加
	2008.5　プログラム教材作成開始
2009.1 施設完成予定

２００9年度から小中学生の授業として実施

	提唱者
	・京都商工会議所
	・堀場雅夫（施設の館長にも就任）
２１世紀型教育コンテンツ開発委員会
・ジュニア・アチーブメント
（シティバンク、IBM等の多国籍企業が立ち上げた米の教育団体。日本ではIBM役員らが中心）
	・堀場雅夫
２１世紀型教育コンテンツ開発委員会
（京都経済同友会）

	「産学公」の装い
	推進プロジェクト

　委員長：市田ひろみ
　顧問：村田純一（京都商工会議所会頭）、堀場厚（京都経済同友会代表幹事）、河合隼雄ら８名
	SCFP運営推進委員会
委員長：平井義久（西利社長）
委員：藤本圭司（経済同友会事務局長）、小堀脩（京都商工会議所専務理事）ら２２名
	京都子どもモノづくり事業推進委員会

　委員長：松重和美（京大副学長）

　副委員長（「殿堂入り」企業選定部会長）
藤本圭司（経済同友会事務局長）　　　　

	財界からの
直接寄付
	・村田機械（30万円）、京都中央信用金庫（20万円）、京セラ（20万円）、京都銀行（20万円）、京都南ロータリークラブ（150万円）、三菱東京UFJ銀行（30万円）、オムロン（30万円）、堀場製作所（20万円）
	・堀場雅夫が3000万円を寄付

　（施設のホールには彼の大きな写真とメッセージが掲示されている。）
・あと、備品等を多くの企業が寄付
　松下電器（テレビ、パソコン等218万円分）、ウエダ（テーブル等110万円分）、
	・京都銀行が3000万円を寄付

・展示ブースの造作工事、展示パネル、展示物品の整備は各企業が担当

	テキスト本

文中の企業
名掲載
	・京セラ、島津製作所、堀場製作所、オムロン、任天堂、村田製作所、村田機械、ローム、ワコール、日本電産　（企業広告は稲盛財団、ドコモ関西、石田大成社、ハトヤ観光、聖護院八つ橋等）
	・子どもたちに配られるワークブックには、各企業のブースでの「学習」内容が詳細に掲載されている。
	・「殿堂入り」した１６社の企業の創業者等を題材としたマンガ本をそれぞれ作成し、子どもたちの事前・事後学習で活用する。

	ブース開設企業
	
	・アメリカンエアライン、ローソン、セコム、KDDI、富士ゼロックス、西利、井筒八つ橋、京都新聞社、松下電器、京都銀行、大和証券、中央信用金庫、京都トヨペット、三井不動産、高島屋、関西電力、大阪ガス、大和学園、公益社、ワタベウェディング、第一生命
	・京都の「優秀企業」として、１６社が「殿堂入り」（京都経済同友会が選考）
イシダ、オムロン、川島織物、京セラ、島津製作所、大日本スクリーン、ニチコン、日本写真印刷、日本新薬、日本電産、任天堂、堀場製作所、村田機械、村田製作所、ローム、ワコール

	企業の負担で新聞広告
	・京都新聞に本事業の広告掲載
（西松建設が広告費を負担）　2006.12.24

	・京都新聞に本事業の全紙版の広告掲載（耐震工事を請け負った前田建設工業らが広告費を負担）　(2007.1.14)
	

	その他
	・門川教育長（当時）が、国会に教育基本法「改正」の立場の参考人として出席し、「ジュニア検定の目的は、日本を愛する子どもたちの育成」と説明
（2006.5　衆議院教育基本法特別委員会）
	・本事業については、斎藤貴男さんの『心が支配される日』（筑摩書房）に詳しく紹介されている。（東京・品川区でも小規模に実施）

・門川教育長（当時）「子どもたちの生きる力を企業の方に教えてもらう事業」
	・教材は、京都高度技術研究所（市・府・京都商工会議所らが設立した財団。堀場雅夫は最高顧問）が経済産業省から受託した「産業経済研究委託事業」で作成。


